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序   文 

 

ミャンマー連邦（以下「ミャンマー」と記す）では、初等教育における正規の就学率が 67％、修

了率が 40％程度と、低い水準にとどまっている。その原因として、農村部における学校へのアクセ

スの悪さに加え、暗記・暗唱を中心とした教授方法及び硬直した進級・進学制度が指摘されており、

暗記・暗唱中心型の学習から、児童中心型の学習への転換が必要とされている。 

こうした背景の下、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、1997 年から 1999 年まで個別専門家派

遣「基礎教育カリキュラム改善」、2001 年から 2004 年まで開発調査「基礎教育改善計画調査」を実

施し、児童中心型学習への転換のための協力を行ってきた。この結果、ミャンマー政府は、児童中心

型教育を基礎教育における基本的な教授・学習方法とすることを決定し、児童中心型教育を全国に普

及する体制を構築するための技術協力プロジェクトを、日本政府に要請してきた。 

 国際協力機構は、2002 年 12 月、2003 年 5 月から 9 月、及び 2004 年 7 月に本プロジェクトの事前

評価調査を実施し、ミャンマー政府及び関係機関との間で、協力計画の策定についての協議を行った。

本報告書は、プロジェクトの要請背景及び案件形成の経過と概略を取りまとめたものであり、今後の

プロジェクトの実施にあたって活用されることを願うものである。 

 ここに、本調査にご協力をいただいた外務省、文部科学省、宮城教育大学、在ミャンマー日本大使

館など内外の関係者の方々に、深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第

である。 

 

平成 17 年 3 月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

 人間開発部部長 末森 満 
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第１章 要請背景 

ミャンマーでは、正規の就学率が 67％、修了率が 40％程度と低い水準にとどまっている。その理

由として、農村部における学校へのアクセスの悪さに加え、暗記・暗唱を中心とした教授方法及び、

硬直した進級・進学制度が指摘されており、初等教育の量の拡充及び質の向上が重要な課題となって

いる。 
JICA は、1997 年から 1999 年にかけて個別専門家「基礎教育カリキュラム改善」を教育省に派遣

し、①「理科」の復活、②「地理」及び「歴史」の「社会科」への統合、③「総合学習」の新導入を

提言した。また、2001 年 3 月から 2004 年 3 月まで開発調査「基礎教育改善計画調査（Myanmar Basic 
Education Sector Study：MBESS）」を実施し、暗記型教育から児童中心型（Child-Center Approach：CCA）

の授業に改善するため、①理科・社会科・総合学習の 3 教科における教師用指導書の作成、②教員養

成大学における教育・研修機能強化方策の提案、③小学校建設・補修に係る整備計画の策定を行った。 
JICA のこれらの協力は、ミャンマーの教育改革にインパクトを与え、教育省内外から高い評価を

得ている。教育省は、個別専門家の上述の提言を採用するとともに、MBESS により導入された CCA
を基礎教育における基本的な教授・学習方法とすることを全国に通達した。さらに教育省は、CCA
普及の拠点として基礎教育リソース開発センター（Basic Education Resource Development Center： 
BERDC）を新たに設置することを決定し、その体制を構築するための技術協力プロジェクトを日本

政府に要請した。 
これを受け、JICA は 2002 年 12 月に第一次事前評価調査、2003 年 5 月に第二次事前評価調査を実

施し、プロジェクト協力の基本計画につきミャンマー側と合意した。しかし、2003 年 5 月、アウン・

サン・スーチー女史が軍事政権に拘束されたことを受け、日本政府は、対ミャンマー新規案件の開始

を見合わせ、本プロジェクトの準備も中断された。その後、2004 年 3 月に本プロジェクトの準備再

開が決定され、この間のミャンマー側のプロジェクト実施に係る準備状況等の進捗を確認する必要性

が生じたため、2004 年 7 月に第三次事前評価調査を行い、プロジェクトの内容について、ミャンマ

ー政府と再協議を行い、合意を得た。 
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第２章 調査・協議の過程と概略 

２‐１ 調査・協議の経過 
２‐１‐１ 事前評価調査 
（１）調査期間 

      2002 年 12 月 2 日～12 月 14 日（13 日間） 
 
（２）調査団の構成 

担当分野 氏名 所属先 
団長／総括 村田 敏雄 JICA 国際協力専門員 
協力政策 藤田 伸也 外務省 経済協力局技術協力課 課長補佐 
教育協力 平吹 喜彦 宮城教育大学 教育学部 助教授 
協力企画 佐久間 潤 JICA 社会開発協力部社会開発協力第一課 課長代理 
プロジェクト効果分析 増田 知子 財団法人 国際開発センター 

 
 
２‐１‐２ 第二次事前評価調査 
（１）調査期間 

   2003 年 5 月 14 日〜9 月 17 日（127 日間） 
 
（２）調査団の構成 

担当分野 氏名 所属先 

プロジェクト効果分析 増田 知子 財団法人 国際開発センター 

 
 
２‐１‐３ 第三次事前評価調査 
（１）調査期間 

2004 年 7 月 11 日（日）～7 月 17 日（土）（7 日間） 
 
（２）調査団の構成 

担当分野 氏名 所属先 

団長・総括 佐久間 潤 JICA 人間開発部基礎教育第一チーム チーム長 

協力企画 小塚 英治 JICA 人間開発部基礎教育第一チーム 職員 

 
２‐１‐４ 実施協議 
（１）協議日程 

 2004 年 10 月～11 月（JICA ミャンマー事務所） 
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２‐２ プロジェクトの概要 
２‐２‐１ プロジェクト名 
「児童中心型教育強化プロジェクト」 
（Strengthening Child-Centered Approach in Myanmar Education：SCCA） 
 
２‐２‐２ プロジェクト目標 

BERDC 及び教育大学の指導のもとで、CCA（児童中心型学習）が選定された地区（教育大学が存

在する 20 のタウンシップ、及び教育大学が存在しない地域から 4 のタウンシップを選定）の小学校

で実践される。 
 
２‐２‐３ 成果 

1． BERDC が CCA 普及に係る研修及び支援機関として機能する 
2． 全国の教育大学の教員が、CCA についての十分な知識と技能を習得する 
3． 学校群より選抜されたトレーナー及び教育管理者（タウンシップ教育行政官、校長）が CCA

についての十分な知識と技能を習得する 
4． 小学校の教員が CCA についての十分な知識と技能を習得する 

 
２‐２‐４ 主な活動 

1.1 BERDC スタッフの能力向上のための組織内研修を行う 
1.2 対象地区においてベースライン調査を実施する 
1.3 CCA 普及のための研修、モニタリング及び支援制度を開発する 
1.4 CCA の研修を受けた教員が所属する小学校において、CCA の実践のモニタリング及び支援を

行う 
1.5 CCA の将来的全国普及のための中長期計画を策定する 
2.1 教育大学の教員を対象とした CCA のための研修を開発する 
2.2 教育大学の教員を対象に研修を実施する（BERDC スタッフから教育大学教員へ） 
2.3 教育大学が学校群選抜のトレーナーを対象に行う研修のモニタリング及び支援を行う

（BERDC スタッフから教育大学教員へ） 
2.4 教育大学の教育科目のなかで、CCA の概念を取り入れる必要のある科目（教育原理、教育心

理学、及び教育方法）のカリキュラム改訂を行う 
2.5 改訂された教育大学のカリキュラム発表のためのセミナーを開催する 
3.1 CCA の考え方に基づいた新しい評価制度を開発する 
3.2 現在進行中の三つのタウンシップにおける CCA の実践をレビューし、教育管理者及び学校群

選抜トレーナーを対象とした研修を開発する 
3.3 教育管理者（州／管区の教育管理者、中央官庁の職員、タウンシップ教育行政官、校長）を

対象に研修を実施する（BERDC スタッフ／教育大学から教育管理者へ） 
3.4 学校群選抜トレーナーを対象に研修を実施する（教育大学から学校群選抜トレーナーへ） 
3.5 CCA の研修及び実践に対するモニタリング及び支援を行う（教育大学／タウンシップ教育行

政官から学校群選抜トレーナーへ） 
4.1 現在進行中の三つのタウンシップにおける CCA の実践をレビューし、小学校教員を対象とし
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た研修プログラムを開発する 
4.2 小学校教員を対象に研修を実施する（学校群選抜トレーナーから小学校教員へ） 
4.3 CCA の研修及び実践に対するモニタリング及び支援を行う（タウンシップ教育行政官から小

学校教員へ） 
 
２‐２‐５ 投入 
（１）日本側 

① 専門家：「プロジェクト・マネージャー」「CCA 普及・監理」「研修開発」「教育評価」「教員

大学カリキュラム（教育原理、教育心理、教育方法）」 
② 研修員受け入れ 
③ 機材供与等 

 
（２）ミャンマー側 

① カウンターパート人件費 
② 施設・土地手配（BERDC の研修室、執務室等） 
③ その他運営管理費 

 
２‐２‐６ プロジェクト内容 
 プロジェクト実施のガイドラインとしてプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 
Matrix：PDM）を、プロジェクト実施計画案として活動計画（Plan of Operation：PO）を策定し、合

意に至った。 
 
２‐２‐７ プロジェクト実施体制 
 ミャンマー側は教育計画訓練局（Department of Educational Planning and Training：DEPT）局長がプ

ロジェクト・ディレクター、BERDC 上官がプロジェクト・マネージャーとして任命された。 
 日本側は、プロジェクト・マネージャーが、プロジェクト管理・運営に係る必要なアドバイスを行

うこととし、専門家はプロジェクト実施に係る必要な技術指導を行うこととした。 
また、プロジェクトの技術移転を成功させるために、合同調整委員会（Joint Coordination Committee：
JCC）を設置することとした。 
 
２‐２‐８ プロジェクト評価 
 プロジェクト修了 6 か月前に日本・ミャンマー合同で実施することとした。 
 
２‐２‐９ プロジェクト実施期間 
プロジェクト開始を 2004 年 11 月とし、協力期間を 3 年間とした。
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１．事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：平成 16 年 8 月 13 日 

担当部・課：人間開発部 第一グループ 基礎教育第一チーム 

１．案件名 

   ミャンマー児童中心型教育強化プロジェクト 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本案件では、児童中心型学習がミャンマーの主要なタウンシップ（郡）の小学校で実践される

ことを目的とする。主な活動として、児童中心型学習（注）の普及の拠点となる基礎教育リソース

開発センターのスタッフ、教育大学の教官、対象地域における学校群のトレーナー及び教育管理

者、対象地域における現職教員を対象として、研修プログラムの開発、研修の実施、教育大学の

カリキュラムの一部改訂を行う。 

（２） 協力期間 

2004 年 11 月から 2007 年 11 月（3 年間） 

（３） 協力総額（日本側） 

約 3 億 6000 万円 

（４） 協力相手先機関 

教育省教育訓練計画局、基礎教育局、基礎教育リソース開発センター、教育大学 

（５） 国内協力機関 

宮城教育大学（研修員受入れを依頼予定） 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

教育大学 20 校、24 タウンシップ（郡）の小学校 3,600 校、教員約 23,000 人 
 
（注）児童中心型教育とは、子どもの興味・関心を最大限に考慮し、子どもの興味・関心に基づいて能動的で活動的

な学習活動を展開していこうとする教育である。その学習においては、子どもに自由に考える機会を与え、創

造的かつ想像的な思考の発達をめざす。また、子どもを取り巻く環境に注目し、社会で直面する様々な問題や

困難をいかにして解決するかという問題解決型学習を取り入れる。 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

ミャンマーの初等教育は、正規の就学率が 67％、修了率が 40％程度と低い水準にとどまって

いる。その理由として、農村部における学校へのアクセスの悪さに加え、暗記・暗唱を中心とし

た教授方法及び硬直した進級・進学制度が指摘されている。すなわち、児童の十分な理解よりも、

教科書の内容をどれだけ暗記したかが重視され、暗記量を測る試験により進級・進学が決定され

るため、暗記できない児童は進学ができないのである。このため、暗記・暗唱中心型の学習から

児童中心型の学習への転換が必要とされている。 
 JICA は、1997 年から 1999 年にかけて個別専門家「基礎教育カリキュラム改善」を教育省に

派遣し、①「理科」の復活、②「地理」及び「歴史」の「社会科」への統合、③「総合学習」の

新規導入のための支援を行った。また、2001 年 3 月から 2004 年 3 月まで、開発調査「MBESS」
を実施し、暗記型学習から児童中心型学習への転換を支援するため、①理科・社会科・総合学習

の 3 教科における教師用指導書の作成、②教育大学における教育・研修機能強化方策の提案、③

小学校建設・補修に係る整備計画の策定を行った。 
JICA のこれらの協力は、ミャンマーの教育改革にインパクトを与え、教育省内外から高い評

価を得ている。教育省は、個別専門家の上述の提言を採用するとともに、開発調査の提言を踏ま
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え、児童中心型学習を基礎教育における基本的な教授・学習方法とすることを全国に通達し、そ

の普及のための中核的機関として BERDC を新たに設置した。今後は、BERDC と全国の 20 の教

育大学を拠点として、児童中心型学習を全国に普及させていく方針である。このため、ミャンマ

ー政府は日本政府に対し、BERDC の専任スタッフの育成、教育大学における児童中心型学習に

係るカリキュラムの改訂、現職教員への児童中心型学習の研修実施体制の確立のための協力を要

請した。 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

ミャンマー政府は、2003 年 3 月に策定した Education for All 行動計画において、取り組むべき

主要な課題として教授・学習活動の改善を掲げ、その実現のために、伝統的な暗記型の学習から

児童中心型の学習への転換の必要性を明記している。 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置

付け） 
JICA 国別事業実施計画では、「教育の改善」が援助重点分野の一つである。本案件は、同重点

分野の中の「教育の質とアクセスの改善」プログラムの主要な案件として位置付けられる。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

［目標］BERDC 及び教育大学の指導のもとで、児童中心型学習が選定された地区（教育大学が

存在する 20 のタウンシップ、及び教育大学が存在しない地域から 4 のタウンシップを

選定）の小学校で実践される。 

［指標］ 

• 全国の全児童数に対する児童中心型の授業を受けている児童数 
• 選定地区の小学校における教員の児童中心型の授業の実践度合 
• 選定地区の小学校における教員の児童に対する態度、行動の変化 

（測定手段：授業観察、教員への質問票調査） 
• 選定地区の小学校における児童の学習に対する態度、行動の変化 

（測定手段：授業観察、教員・児童への質問票・インタビュー調査） 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

［目標］BERDC 及び教育大学の指導のもとで、児童中心型学習がプロジェクト対象地区の近隣

のタウンシップ内にある小学校で実践される。 

［指標］ 

• 小学校教員のための児童中心型学習普及プログラムの全国における進捗状況 
• 近隣タウンシップの小学校教員の児童中心型学習についての理解度 
• 近隣タウンシップの小学校における教員の児童中心型学習教育の実践度合 
• 近隣タウンシップの小学校における教員の児童に対する態度、行動の変化 

（測定手段：授業観察、教員への質問票調査） 
• 近隣タウンシップの小学校における児童の学習に対する態度、行動の変化 

（測定手段：授業観察、教員・児童への質問票調査） 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

＜アウトプット、そのための活動、指標・目標値＞ 

成果 1： BERDC が児童中心型学習普及に係る研修及び支援機関として機能する 
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活動 1-1：BERDC スタッフの能力向上のための組織内研修を行う 

活動 1-2：ベースライン調査を実施する 

活動 1-3：児童中心型学習普及のための研修、モニタリング及び支援制度を開発する 

活動 1-4：小学校における児童中心型学習の実践のモニタリング及び支援を行う 

活動 1-5：児童中心型学習の将来的全国普及のための中長期計画を策定する 

［指標］ 

• 小学校及び教育大学のための児童中心型学習普及プログラムの計画、実施における

BERDC スタッフの能力 
 

成果 2：全国の教育大学（全 20 校）の教員が児童中心型学習についての十分な知識と技能を

習得する。 

活動 2-1：教育大学の教員を対象とした児童中心型学習のための研修を開発する 

活動 2-2：教育大学の教員を対象に研修を実施する（BERDC スタッフから教育大学教員へ）

活動 2-3：教育大学が学校群選抜のトレーナーを対象に行う研修のモニタリング及び支援を

行う（BERDC スタッフから教育大学教員へ） 

活動 2-4：教育大学の教育科目の中で、児童中心型学習の概念を取り入れる必要のある科目

（教育原理、教育心理学、及び教育方法）のカリキュラム改訂を行う 

活動 2-5：新しい教育大学のカリキュラムの発表のためのセミナーを開催する 

［指標］ 

• 教育大学の教員の児童中心型学習の理解度 
• 教育大学の教員の児童中心型学習教育の実践に必要な技術レベル 

 

成果 3：学校群より選抜されたトレーナー及び教育管理者（教育行政官、校長）が児童中心型

学習についての十分な知識と技能を習得する。 

活動 3-1：児童中心型学習の考え方に基づいた新しい評価制度を開発する 

活動 3-2：三つのパイロットタウンシップにおける児童中心型学習の実践をレビューし、教

育管理者及び学校群選抜トレーナーを対象とした研修を開発する 

活動 3-3：教育管理者（州／管区の教育管理者、中央官庁の職員、タウンシップ教育行政官、

校長）を対象に研修を実施する（BERDC スタッフ／教育大学から教育管理者へ）

活動 3-4：学校群選抜トレーナーを対象に研修を実施する（教育大学から学校群選抜トレー

ナーへ） 

活動 3-5：児童中心型学習の研修及び実践に対するモニタリング及び支援を行う（教育大学

／タウンシップ教育行政官から学校群選抜トレーナーへ） 

［指標］ 

• トレーナー及び教育管理者の児童中心型学習の理解度 
• トレーナー及び教育管理者の児童中心型学習教育の実践に必要な技術レベル 

 

成果 4：小学校の教員が児童中心型学習についての十分な知識と技能を習得する。 

活動 4-1：現在進行中の三つのタウンシップにおける児童中心型学習の実践をレビューし、
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小学校教員を対象とした研修を開発する 
活動 4-2：小学校教員を対象に研修を実施する（学校群選抜トレーナーから小学校教員へ）

活動 4-3：児童中心型学習の研修及び実践に対するモニタリング及び支援を行う（タウンシ

ップ教育行政官から小学校教員へ） 

 
［指標］ 

• 小学校教員の児童中心型学習の理解度 
• 小学校教員の児童中心型学習教育の実践に必要な技術レベル 

（※ アウトプットと主要な活動につき、指標・目標値とともに順次記載する。） 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側 

＜専門家＞ 

   「プロジェクト・マネージャー」 

   「CCA 普及・監理」 

   「研修開発」 

   「教育評価」 

   「教育大学カリキュラム（教育原理、教育心理学、教育方法）」 

＜研修員受入＞ 

年間 10 名程度（BERDC のスタッフと 20 校の教育大学教員を対象とした児童中心型学習

の実践現場の視察型研修、教員養成カリキュラムの改訂に係る研修） 

＜機材供与＞ 

BERDC の資機材整備（コピー機等） 

児童中心型学習の実践のために必要な小学校施設の整備（黒板等） 

② ミャンマー側 

カウンターパート人件費、施設・土地手配（基礎教育リソース開発センターの研修室、執

務室等）、その他 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 外部条件 

• ミャンマー政府が、児童中心型学習普及のための予算措置をし、普及プログラムを継続的に

実施する。 

② 前提条件 

• 開発調査「MBESS」において採用された児童中心型学習の基本的なアプローチが継続的に

活用される。 

５．評価 5 項目による評価結果 

（１） 妥当性 
 本案件は、以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 
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• ミャンマーでは伝統的に、教師が教科書の内容を子どもに一方的に暗記させる暗記型教育が行

われてきた。児童の十分な理解よりも、教科書の暗記量を測る試験で進級・進学が決定される

ため、暗記できない児童は進学ができない。これが初等教育の就学率・修了率の低さ、留年率・

中途退学率の高さの根本的な原因となっており、暗記型学習から児童中心型学習への転換が必

要とされている。 

• ミャンマー政府は、2003 年 3 月に策定した Education for All 行動計画において、伝統的な暗記

型学習から児童中心型学習へ転換する方針を明確に打ち出し、児童中心型学習を早期に全国普

及したいと考えている。 

• JICA は、開発調査「MBESS」において、暗記型学習から児童中心型学習への転換を支援する

ため、理科・社会科・総合学習の 3 教科における教師用指導書の作成、教員養成大学における

教育・研修機能強化方策の提案等を行った。教育省は、同調査の提言に基づき、児童中心型学

習を基礎教育における基本的な教授・学習方法とすることを全国に通達し、その拠点として

BERDC を設立した。本案件は、開発調査で開発された指導書を活用し、BERDC と全国の 20
の教育大学を拠点として、児童中心型学習をミャンマーの主要なタウンシップ（郡）に普及さ

せることを目的としている。また、BERDC に配属されるスタッフは、開発調査により技術移

転を受けたカウンターパートが中心となる。以上より、本案件は日本の協力の優位性がある。

• ミャンマー教育省は、全国を 17 の地域に区分している。この中で、13 地域には教育大学が存

在するが、残りの 4 地域には教育大学が存在しない。教育省は、前者の地域においては教育大

学が中心となり、後者の地域においては BERDC と教育大学が共同で、学校群のトレーナーに

研修を実施し、全国に児童中心型学習を普及させたいと考えている。本案件では、全ての教育

大学（計 20 校）が児童中心型学習のトレーナー研修を実践できるように、前者の 13 地域の中

から 20 のタウンシップを対象地域とする。また、後者の 4 地域からも、それぞれ 1 タウンシ

ップずつ（計 4 タウンシップ）を選定し、BERDC と各地域の担当となる教育大学が共同で研

修を実践する。これらの活動は、プロジェクト終了後に BERDC と教育大学が独力により全国

に児童中心型学習を普及させていくためのモデルとなるため、対象地域の選定は妥当である。

（２） 有効性 

本案件は、以下の理由から有効性が見込める。 

• 本案件では、BERDC と教育大学が学校群（近隣の小学校 5～10 校の集合）の教員の中から選

出されるトレーナーに研修を実施し、そのトレーナーが一般小学校教員に研修を実施するカス

ケード方式を採用する。開発調査（補完調査）では、三つのパイロット地区においてこの方式

を採用しており、予定どおりの成果をあげたことから、この方式により、プロジェクト対象地

域全体の小学校を対象とすることが可能であると判断される。また、学校群の活用により、近

隣の小学校間の交流・連携が促進される。 

• 本案件では、学校群トレーナー及び一般教員に対する研修だけでなく、学校管理者が児童中心

型学習を理解するための研修を実施する。これにより、学校管理者が研修のモニタリングや実

施支援を適切に行うことが可能になる。 

• ミャンマー教育省は、児童中心型学習の全国普及に対するコミットメントが非常に強いため、

外部条件「ミャンマー政府による児童中心型学習普及の継続実施」は満たされる可能性が高い。

• 教育大学の教官にとって、児童中心型研修は追加的な業務になるため、彼らが、研修を正式の

業務として認識し、負担を感じないような措置が必要である。このため、ミャンマー政府は、

教育大学に対し、児童中心型研修を正式な業務とする旨の通知を行い、各大学から 7 名の教官

をトレーナーとして選出すること、各大学に 2～3 名の増員を行い、研修の時期も大学の行事

が少ない時期に実施すること、を決定している。 
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（３） 効率性 

本案件は以下の理由から効率的な実施が見込める。 

• 本案件では、ミャンマーの学校群制度を活用し、BERDC 及び全国の教育大学を普及拠点とす

るカスケード方式を採用することとした。これにより、プロジェクト期間中に、約 3,500 の小

学校の約 23,000 人の小学校教員が CCA 研修を受講することが可能になる。これは全国の約 1
割をカバーすることとなり（ミャンマー全国には、約 36,000 の小学校、約 14 万の小学校教員

が存在）、他の類似案件と比較しても受益者の数が多く、プロジェクトの費用対効果は高い。

• 本案件では、開発調査で作成した教師用指導書を活用する。また、普及の拠点となる BERDC
のカウンターパートも、開発調査で日本人コンサルタントから技術移転を受けたスタッフがフ

ルタイムで従事する予定である。彼らは、開発調査において、教師用指導書の開発や、児童中

心型学習に適応した評価方法の開発などに関わっており、児童中心型学習を深く理解してい

る。このように、開発調査のリソースを効果的に活用することにより、本案件のスムーズな実

施が可能である。 

（４） インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

• 本案件で確立される児童中心型学習の研修及びモニタリングのモデルは、ミャンマー全国で適

用可能である。ミャンマー政府が、児童中心型学習の普及のための予算措置をし、研修及びモ

ニタリングを継続的に実施すれば、上位目標（プロジェクト対象地区の近隣のタウンシップで

児童中心型学習が実践される）はプロジェクト終了後 3～5 年以内には実現可能である。また、

本案件で技術移転を受ける教育大学は 20 校であり、本案件終了後、各校が毎年少なくとも 1
タウンシップで研修を実施していくことになる。全国のタウンシップの総数は 316 であるた

め、10～15 年後には全国に児童中心型学習が普及することが見込まれる。 

（５） 自立発展性 

 以下のとおり、本案件による効果は、相手国政府によりプロジェクト終了後も継続されるもの

と見込まれる。 

① 制度・組織面 

ミャンマー教育省は、伝統的な暗記型学習から児童中心型学習へ転換する方針を明確に打

ち出しており、それを実現するための組織として BERDC を新たに設立し、すでに 7 名のス

タッフを配置した。BERDC は、ミャンマー政府の閣議で教育省の一機関として正式に承認

される予定である。また、BERDC とともに普及の拠点となる教育大学についても、児童中

心型学習の研修を正式な業務とし、各校 2～3 名の教官が増員される予定である。 

② 財政面 

ミャンマー教育省の児童中心型学習への転換に対するコミットメントは非常に高く、継続

的な政府予算確保が期待できる。本案件では、一般教員に対する日当を支給しないこととし

た。これにより、プロジェクト終了後もミャンマー側の負担は大きくならないため、財政面

での自立性は確保可能と考えられる。なお、これは、研修参加者の日当を廃止したことによ

り、相手国の経済的持続性の確保に成功したケニア「中等理数科教育強化計画（技術協力プ

ロジェクト）」の教訓を踏まえたものである。 

③ 社会・技術面 

開発調査（補完調査）によりパイロット地区で実施された児童中心型学習の研修プログラ

ムは、研修受講者から高い評価を得ており、他の地域においてもこのアプローチが有効であ

ると考えられる。また、本案件で対象地域となる 24 のタウンシップは、ミャンマー教育省

が区分する全国 17 地域を全てカバーしており、本案件終了後、ミャンマー政府が児童中心

型学習を全国に普及させるためのモデルなることが期待される。 
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６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

• 本案件は、初等教育の質的向上と量的拡大に貢献するものであり、当該国の貧困などの社会的

問題の解決に直接・間接に寄与する。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用：有 

• 2003 年度に実施された JICA 初中等/理数科協力の評価結果総合分析では、教員研修の効果的発

現のための教訓の一つとして、教員に影響力のある教員管理職、教育行政官を巻き込むことが

重要な役割を果たすことを指摘している。従って、本案件でも、上記教訓をふまえ、教員以外

の関連アクターを十分に巻き込むことに留意しながら、実施することとする。 
• ケニアの中等理数科教育強化計画（技術協力プロジェクト）では、研修参加者の日当を廃止し

たことにより、相手国の自立性、経済的持続性が確保された。この教訓を踏まえ、本案件でも、

活動期間終了後の経済的自立性・持続性及び当事者意識の確保を考慮し、研修に参加する教員

の日当を支払わないこととする。 

８．今後の評価計画 

• 終了時評価：2007 年 5 月頃 
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いる。しかし、この時期はさまざまな教育改革が進められていた時期と重なり、財政的な問題から組

織の設立にまで至らなかった。2002 年 12 月現在、BERDC 組織はまだ形成されていないが、調査団

が訪問中、教育大臣と面談する機会を持ち、教育省の BERDC 設立の意思を再確認した。現在、DEPT
が BERDC 設立のための詳細な提案書を作成しており、遅くとも 2003 年 1 月中に教育省に提出する

予定である。教育省の認可が下りた後は、閣議で決定される必要があるため、組織が正式に立ち上が

るには、さらに数か月程度かかると見られる。 
センターとして使用する建物については、UNESCO/UNDP の協力によって実施された教員養成プ

ロジェクト（1990 年～1993 年）の成果を引き継ぎ、リソースセンターを作る目的で、1995 年にミャ

ンマーの予算でヤンキン教育大学内に建設された３階建の建物を使用する予定である。当時組織設立

の認可がおりなかったため、その後 2001 年度に開発調査が始まりオフィスとして使用されるまでは、

その建物はほとんど活用されてこなかった。建物としては、オフィス用に使用可能な部屋が約 8 部屋

に加えて 200 人程度収容できる会議室の広さの部屋があり、当面のセンターの機能を果たすには十分

な広さを確保している。今回 BERDC を設立するにあたり、この建物すべてを BERDC のものとして

使用し、さらに建物の基本的なメンテナンスをミャンマー政府が行うことで同国側の了解を得た。 
 
（２）予算 

ミャンマーの会計年度は 4 月に始まるため、BERDC 認可の手続きがスムーズに進んだと仮定して

も、2003 年度の BERDC に係る予算について、財務省の承認を得ることはほぼ不可能と見られる。

この点について DEPT は、局内の予算を活用し、必要な管理予算を確保することを確約した。 
なお、2002-2003 年度の教育支出総額は約 378 億 5,000 万チャット（約 3,785 万 US ドル）であり、

うち 59.5%を基礎教育に、また総額の 62.4%を経常支出に充てている。ただし、経常支出と開発支出

の中のセクター別内訳は大きく異なっており、経常支出のほぼ 8 割が基礎教育への支出で占められて

いるのに対し、開発支出においては、基礎教育への支出は近年では 2 割を下回っている（図 1、2 参

照）。 
 

図 1：教育省支出推移（経常支出） 

出所：教育省資料 2002 
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図 2：教育省支出推移（開発支出） 

出所：教育省資料 2002 

 
図 3 は 2002-2003 年度の経常支出、開発支出を合わせた総教育支出の内訳を示したものである。

DHE は高等教育、DBE 及び DEPT は基礎教育を担当している。 
 

図 3：教育支出内訳（FY2002-2003） 

出所：教育省資料 2002 
注：DHE  Department of Higher Education 

DBE1 Department of Basic Education 1（下ビルマ担当） 
DBE2 Department of Basic Education 2（上ビルマ担当） 
DBE3 Department of Basic Education 3（ヤンゴン管区担当） 
DEPT Department of Educational Planning and Training 
その他には、大臣事務室、ミャンマー試験機構、ミャンマー教育研究所、ミャンマー言語委員会、大
学歴史研究局が含まれる。 
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（３）組織体制 

BERDC は DEPT 内の機関として設立され、局長の直轄機関となる予定である。BERDC の具体的

な役割、組織体制はまだ十分に練られていないが、DEPT としては、総合的な教育センターとして位

置付けたいと考えている。現在検討中の組織図（案）は、図 4 に示す通りである。 
 

図 4：BERDC 組織図（案） 

 
出所：教育省資料 2002 

 

ただし、たとえ総合的な教育センターとして BERDC が設立されたとしても、本プロジェクトで

は、教員養成・研修を軸とした CCA の普及に関わる部分についてのみ支援を行うという方向性で合

意した。 
 
（４）スタッフ 

現在教育省は、BERDC 全体の定員を 60 名と計画しているが、このうち当初アサインされるのは

一部であり、組織が稼働し始めるに従って、正式メンバーを増やしていくものと考えられる12。現在、

BERDC の組織はまだ認可されていないものの、8 名のメンバーがフルタイムでアサインされる予定

となっている（内 5 名については、教育省の承認を得、人選も既に行われている）。これらのメンバ

ーは、現在実施されている開発調査「MBESS」でもカウンターパートとしてアサインされている。

この他、パートタイムで他に 15 名程度が、この組織のメンバーとしてアサインされる予定である。

ただし、BERDC 組織のメンバーと本プロジェクトカウンターパートの位置づけ、及びフルタイムと

パートタイムの別については、再度確認を要するものと考えられる。 
また、UNICEF との調整をスムーズに図るために、UNICEF のカウンターパートを、本プロジェク

トのパートタイムのカウンターパートとして入れるよう調査団から要請し、ミ国側の同意を得た13。 
 

                                                        
12 BERDC の要員については、今後の BERDC の自立発展性を考慮すると、固定的な要員ではなく、数年おきに、教

育大学教官等から資質を有するメンバーが交代でそのポストにつく形態が望ましいと調査団側が提案し、DEPT 側

の賛同を得た。 
13 DEPT の現アドバイザーが担当する予定。 
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４‐２‐２ 教員養成大学等関連機関の現状及び協力体制 
「初等教育段階における CCA の普及」を目的とする本プロジェクトを推進する上で、日常的な教

育活動に関わる①小学校で学ぶ児童、②その教育に携わる教員、③児童の保護者や家族、学区住民と

いう三者の重要性は言うまでもないが、教員数や教員としての力量を獲得する機会の不足が深刻なミ

ャンマーにあっては、④小学校の教員をめざして教員養成大学に在籍する学生、そして⑤その教育に

携わる教官もまた、見逃すことのできないコンポーネントとなっている。本節では、教員を目指す学

生に対する新たな働きかけ、すなわち LCA に基づく授業の導入・普及が計画されている教員養成大

学に関して、見学・聞き取り調査から得られた現況（学生や教官の数、施設・設備、授業の様子、プ

ロジェクト実施に向けた準備状況など）を報告する。 
 
（１）訪問した教員養成大学  

今回訪問した教員養成大学は、①ヤンキン教育大学（Yankin Education College：YEC、12 月 10 日

訪問）と②テンガンジュン教育大学（Thingangyun Education College：TEC、12 月 12 日訪問）、③レ

グ教育大学（Hlegu Education College：HEC、12 月 12 日訪問）の 3 校である。これらの大学は小学校

教員養成課程を有する単科大学で、首都ヤンゴン市内あるいはその近郊の農村部に位置する。いずれ

も構内に付属小学校が併設され、教育大学と緊密な連携が構築されていたことから、この付属小学校

における教育の状況についても若干触れてみたい。 
ミャンマー国内には現在、教育省の管轄下に置かれた教員養成大学が 20 校あって、それらは①小

学校教員養成課程（養成期間は 1 年）だけの大学（レベル 2、15 校）と②中学校教員養成課程（養成

期間は 2 年）を有する大学（レベル 1、5 校）に区分される。訪問した 3 校の中では、YEC だけがレ

ベル 1 に位置付けられ、レベル 2 の教員養成大学を卒業した学生を 2 年次学生として多数受け入れて

いる。なお、ミャンマーにおける教育全般の実状については、櫂谷（2002）の「ミャンマー教育分野

概況」（JICA ミャンマー事務所発行）に詳しい。 
 
（２）3 教員養成大学の現況 
＜ヤンキン教育大学（YEC）＞ 

YEC にはおよそ 1,150 名の学生が学んでおり、その内 250 名ほどが第 1 学年に所属する男子学生

である。教官数はおよそ 70 名で、校舎や校庭、学生寮も相対的に規模が大きく、ミャンマーにお

ける基礎教育教員養成の拠点として位置付けられている。 
YEC の教官の中には、本プロジェクトの基盤となった「ミャンマー基礎教育システム改善計画

調査（The Development Study for the Improvement of Quality and Access of Basic Education in the Union 
of Myanmar：MBESS、2001 年 3 月から実施）」の主要メンバーとして、CCA や LCA の導入に関す

る研究・試行活動に参画してきた方々が少なからず存在する。また、MBESS の事務局が YEC の構

内に設置されていることから、両機関の連携は極めて強固なものとなっており、かつ効率的に機能

している。今回の訪問では、新学期の諸手続きを行う日と重複してしまったために、授業そのもの

は見学できなかったが、教官から聞き取った授業論や教授法、そして自作教材が教官室内に所狭し

と配置されている状況などから、LCA の導入段階を経て、実践段階に到達しているとの印象を得

た。「MBESS の成果品である教官用指導書を、一刻も早くミャンマー語に翻訳して、出版したい。

そして研修会を実施しながら、さらに多くの教官、教科、単元へと LCA を拡大させてゆきたい」

との希望を繰り返し耳にし、LCA よる教育活動の改善に対する並々ならぬ熱意を感じることがで
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きた。「教職や教科の専門に関わる知識・教授法について、書籍・文献や実体験を通して、諸外国

の事例を知りたい」との希望も強い。 
なお、付属小学校（児童総数およそ 1,160 名、1 学級あたりの児童数は 50 名前後）では、すべて

の授業・教室において、CCA に基づく実践が展開されている様子が観察できた。従来の「児童は

教員の説明をじっと聞き取り、板書事項を書き写し、そして朗読を繰り返す」という暗記中心の授

業（ヤンゴン市近郊の三つの小学校の授業は、これに近いものであった）とはまったく異なり、児

童がグループごとに相談し合ったり、挙手して考えを述べあう授業、あるいは児童の作品や教材が

壁いっぱいに展示された教室が学校全体で認められた。YEC の学生もこうした光景に触れる機会

が少なくないとのことで、CCA に比べてやや出遅れた感のある LCA の展開をより強力に推進する

必要があると感じた。 
 
＜テンガンジュン教育大学（TEC）＞ 

TEC の学生数はおよそ 340 名（すべて女子学生）、教官数は 40 名ほどで、同じヤンゴン市内に

位置する YEC に比べて規模は小さい。敷地内には校舎のほか学生寮や食堂、職員宿舎などが散在

し、小規模な幼稚園と小学校も併設されている。 
学長及び数名の教官は MBESS の構成委員であり、すでに LCA に基づく授業を学内あげて実施

している。1 学級あたりの学生数が 60 名前後とやや多いものの、また新学期が始まって間もない

段階にもかかわらず、グループ討論や演示を取り入れた活発な授業を見学することができた。 
幼稚園と小学校（1 学級あたりの児童数は 35 名前後）においても、CCA に基づく優れた授業実

践が認められた。自作のチャートや家庭内にある衛生器具を持ち込んでのライフスキルの授業、豆

電球と電池を用いたグループ実験を取り入れた理科の授業、一人一人に色違いのストローを配布し

ての算数の授業などが展開され、児童が積極的に、いきいきと参加していた。また、1 グループあ

たりの人数や机の配置のしかた、問いかけやグループ内討論の間合いの取り方など、随所に工夫と

配慮が感じられた。チャートや絵画、工作作品などが展示された教室の雰囲気もたいへん好ましい

ものであった。 
 
＜レグ教育大学（HEC）＞ 

HEC はヤンゴン市の北東 40km ほどの水田地域に位置し、およそ 230 名の学生（すべて女性）が

学んでおり、教官数はおよそ 20 名である。敷地内には 2 棟の校舎のほか、学生寮や職員宿舎、水

田があり、小規模な幼稚園と小学校も併設されている。学生のほとんどは 1 年間の課程を終了した

後、レベル 1 の教員養成大学に編入するという。 
学級あたりの学生数は 50 名前後で、教室は学生で埋まっている反面（こうした状況は、3 大学

ともに同じ）、教官室はどの科目においても割合ゆったりしており、たくさんの教材が整然と展示・

収納されていた。その中には、LCA に基づく授業で学生が作成したという作品（小学生を対象と

したもの）も多数含まれ、家庭から持ちよった雑誌のグラビアを活用した小冊子やチャート、身近

な動植物や岩石の標本、対象物を描きこんだ単語カードなど、限られた素材を活用した教材が顕著

であった。 
教官の中には MBESS 主催の研修会に参加した方々もおり、その一人である理科の教官は、「物

質の溶解」に関する実験を参観させてくれた。薬包紙やガラス製ビーカー、秤量天秤といった本格

的な器具はないが、プラスチック製コップやペットボトルを利用して、砂糖や塩、岩石粉末などの
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溶解状況を調べる実験である。グループ間で実験結果を発表し合い、「溶けるとは、どういう現象

なのか」議論していた。 
学長も LCA の導入・普及に熱心であり、本プロジェクトの実施に大きな期待を寄せている。HEC

は都市部からやや離れていることから、「容易に情報を受け取ったり、研修会に参加し得る機会を

たくさん設定して欲しい」旨の要望が出された。 
付属小学校も 5 学級と小規模なものであったが、MBESS 主催の研修会に参加した教員が 2 名ほ

どいて、カセットテープ教材や単語カードを使用した英語の授業を演示してくれた。児童の表情は、

CCA を導入していないヤンゴン市近郊の小学校の場合とまったく異なっており、グループ内の隣

人に対して生き生きと氏名を問いかけるしぐさが印象的であった。 
 
（４）まとめ 

以上のように、今回訪問した三つの教員養成大学では、学長をはじめ組織が一体となって LCA に

基づく授業に強い関心を寄せ、授業の試行・改善に取り組んでいた。この背景には、教育省による

1998 年以降の抜本的教育改革があり、また日本が積極的に関わってきた MBESS の成果も大きく関与

していると考える。LCA あるいは CCA に基づく授業・教育改革に対する期待は、「学習者が深く考

え、意見を交わしあう学びの場」を構築する喜びと手応えを体験しうる教官・教員にとどまらず、保

護者や学区住民にまで及んでいる。 
一方、注目すべきことは、LCA・CCA を推進する中心メンバーが、①従来の伝統的授業をはじめ、

さまざまな教育手法を全否定しているのではなく、LCA・CCA の手法をバランスよく取り入れよう

としていること、②LCA・CCA の概念・手法の普及を性急に行うのではなく、手引き書や広報誌の

発行、研修会の開催といった丁寧な手続きを経て、さらに国内各地の地域事情をも加味しながら、普

及をめざそうとしていることである。 
今回の事前評価調査に際しては、教育大臣をはじめ、国・郡の教育行政機関、教員養成大学、小学

校からこぞって、本プロジェクトに対する期待と協働の意が示された。したがって、ミャンマー側の

理念と意欲に根ざしながら、本プロジェクトを推進することが可能であり、なおかつ目標とする成果

を得ることが十分期待できると考える。 
 
４‐３ プロジェクト協力の基本計画 
４‐３‐１ プロジェクト実施計画 
プロジェクトの内容については、成果に「サポート体制の構築」を新たに加え、そのために必要な

活動も PDM 案に付記するに至った。今後、専門的な見地からの検討を加えることで指標及び指標入

手手段に若干の変更が加わる可能性があるものの、この点についても基本的な合意が得られている。 
 

（１）上位目標 

ミャンマーのすべての公立小学校において、CCA に基づく授業が実践される。 
 
（２）プロジェクト目標 

パイロット地域（パイロット教育大学、パイロット小学校）において、BERDC を通じて CCA に

基づく授業が実践される。 
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（３）成果 

① 教育大学において CCA/LCA に基づく事前教員養成の方法が確立される。 
② CCA を普及するための現職教員研修の方法が確立される。 
③ CCA 普及において BERDC が中枢機関としての役割を果たすための、技術的基盤が確立さ

れる。 
④ CCA の現場での実践を保証する支援制度のモデルが開発される。 

 
（４）活動 

① CCA/LCA に基づく事前教員養成プログラムの確立 
a. 教育大学の、教員養成カリキュラム及び教員養成用教科書に CCA/LCA のコンセプトを導入す

る。 
b. LCA のコンセプトを導入した、教育大学の授業改善案を開発する。 
c. 教育大学パイロット校教官に対し、CCA/LCA 理解のための研修を実施する。 
d. 教育大学のパイロット校で、改善されたカリキュラム・教科書・授業案を試験的に実施する。 

 
② CCA/LCA に基づく現職教員研修プログラムの確立 

a. CCA を普及すための、現職教員研修プログラムを開発する。 
b. 開発されたプログラムを用いて、パイロット校の現職教員に対して研修を実施する。 
c. パイロット小学校において CCA に基づく授業を試験的に実施する。 

③ BERDC 組織の確立による CCA 普及体制の整備 
a. BERDC が教員養成用の教科書・教材・カリキュラムの開発及び CCA 普及活動の拠点となる

のに必要な施設（図書館、会議室等）・設備の整備を行う。 
b. BERDC のスタッフに CCA 普及のためのトレーニングを行う。 
c. 開発された教材・プログラムを用いて、すべての教育大学教官・現職教員を対象とした CCA
普及研修計画を策定する。 

d. その他教育関係者に CCA 普及に関するワークショップを必要に応じて開催する。 
 
④ CCA 支援制度の確立 

a. 授業改善のための監督・モニタリング制度のモデルを開発する。 
b. 学校あるいは学校群を基盤とした、継続的な、教師の能力向上制度のモデルを開発する。 
c. 保護者やコミュニティ向けの CCA の広報のモデルを開発する。 

   
４‐３‐２ 投入計画 
（１）協力期間 

3 年間 
 
（２）日本側投入 

① 専門家 

＜長期専門家＞ 2～3 名 
教育評価、教育内容（カリキュラム及び教材開発）、教育手法（暫定） 
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＜短期専門家＞ 

3～5 名/年程度を想定。人数、分野については、必要に応じて日本‐ミャンマー双方の合意の

上、決定する。 
 
② 本邦研修 

必要な C/P の本邦研修については必要に応じて日本‐ミャンマー双方の合意の上、決定する。 
 
③ 供与機材 

BERDC の整備、CCA の普及、CCA の実践等に必要な機材等を想定。 
 
（３）ミャンマー側投入 

① カウンターパート（C/P） 
BERDC のスタッフから C/P を配置する（今回の調査ではミャンマー側から 23 名の候補者が挙

げられた）。 
 
② BERDC 及びその他活動に必要な経費 

DEPT 直轄の BERDC を設立し、設立に伴う人的、予算的措置を講じる。またプロジェクト活動

に必要な建物（BERDC 含む）、設備及び水道代、電話代等のランニングコスト等について負担す

る。 
 
４‐３‐３ 実施体制  

現地でのプロジェクト実施体制について以下の実施体制を採ることで教育省の合意を得ており

（M/M 添付資料参照）、教育省内では職員の人選も進んでいる。他方、日本国内での実施体制につい

ては、現在文部科学省が進める国際教育協力の「拠点システム構想」14が整備の過程にあり、今後の

動向に留意する必要があろう。 

（１）Project Director：Director General of DEPT（教育計画訓練局長） 

（２）Project Manager：Senior Official from DEPT 

（３）合同調整委員会（Joint Coordinating Committee） 
プロジェクトの年間活動計画の策定、年間活動結果及び進捗状況の確認、及びプロジェクト実施

する上で重要な議題についての意見交換等を行うために、以下のメンバーによって合同調整委員会

を設置する。なお、合同調整委員会は少なくとも年間 2 回は開催することとする。 
 
＜ミャンマー側＞ 

① Chairperson of the Committee: Project Director（Director General of DEPT） 
② Vice chairperson: Deputy Director General of DEPT（教育計画訓練局副局長） 
③ Project Manager（Senior Official from DEPT） 
④ Directors General of Department of Basic Education 1, 2, and 3（基礎教育 1～3 の各局長） 
⑤ Director of Teacher Education, DEPT（教育計画訓練局、教員養成課長） 

                                                        
14 第 2 回「国際教育協力懇談会」の答申を受け、国際教育協力に関わりたいが、これまでにそのような経験を持た

ない大学に対して、広島大学国際協力教育開発研究センター（CICE）及び筑波大学国際協力教育開発研究センター

（CRICED）が支援にあたるという文部科学省内の国際教育協力推進構想。 
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⑥ Director of Planning, DEPT（教育計画訓練局、計画課長） 
⑦ Principal of the Yankin Education College（ヤンキン教育大学学長） 

 
＜日本側＞ 

① 長期専門家 

② 短期専門家 
③ JICA ミャンマー事務所長 
在ミャンマー日本大使館及び JICA 本部は必要に応じてオブザーバーとして参加できるものと

する。 
 

（４）プロジェクト運営委員会（Project Implementing Committee） 

プロジェクト活動の進捗状況及び活動計画の確認、プロジェクト活動実施の上で必要な情報の共

有及び意見交換を行うために、以下のメンバーによりプロジェクト運営委員会を設置する。なお、

運営委員会は少なくとも月一回は開催することとする。 
 

＜ミャンマー側＞ 

① Chairperson of the Committee: Deputy Director General of DEPT  
② Project Manager 
③ Deputy Director of Curriculum, DEPT（教育計画訓練局、カリキュラム課長） 
④ Deputy Director of Teacher Education, DEPT（教育計画訓練局、教員養成課長補佐） 
⑤ Principal of the Yankin Education College（ヤンキン教育大学学長） 
⑥ Principals of other pilot education colleges（教育大学パイロット校 各学長） 
⑦ One representative from each DBE（基礎教育局 各代表） 
⑧ Township Education Officers of the pilot areas（パイロット郡教育事務所所員） 

 
＜日本側＞ 

① 長期専門家 
② 短期専門家 

 
４‐３‐４ PDM（案） 
別添資料のとおり。 



 

 

 
 

別 添 資 料 

 
 

別添資料１．事前評価調査ミニッツ 

別添資料２．PDM（案） 
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別添資料２．PDM（案） 
プロジェクト名：児童中心型教育普及プロジェクト

指標 指標入手手段 外部条件

上位目標

ミャンマーのすべての公立小学校において、CCA
に基づく授業が実践される。

・現職教員に対するCCA研修プ

ログラムの実施状況

教育省資料

・教育大学におけるCCA研修プ

ログラムの実施状況

・公立小学校教師のCCAに対す
る理解度

サンプル校の教師に対する
質問紙調査

・公立小学校の授業における教
師の活動の変化

サンプル校における授業参
観および教師に対する質問
紙調査

・公立小学校の授業における子
どもの活動の変化

サンプル校における授業参
観および教師に対する質問
紙調査

プロジェクト目標

パイロット地域でBERDCを通じてCCAに基づく授

業が実践される。

・パイロット教育大学における
授業の変化

パイロット教育大学に対す
る質問紙調査

・パイロット教育大学の学生の
CCAに対する理解度

学生に対する質問紙調査、
および模擬授業視察

・パイロット小学校の授業にお
ける教師の活動の変化

パイロット小学校における
授業参観および教師に対す
る質問紙調査

・パイロット小学校の授業にお
ける子どもの活動の変化

パイロット小学校における
授業参観および教師に対す
る質問紙調査

成果
1 教育大学における、CCA/LCAに基づく教員養成の

方法が確立される。
・有効性を証明された、CCAコ
ンセプトを導入した学生向けの
教科書／参考書

新たに開発／改訂された教
科書／参考書

・有効性を証明された、LCAの
コンセプトによる授業改善の方
法を取り纏めた、教育大学教官
向けの資料

新たに開発／改訂された教
科書／参考書

・パイロット教員養成校教官の
CCA/LCAに対する理解度

パイロット教育大学の教官
に対する質問紙調査

2 CCAを普及するための現職教員研修の方法が確立

される。

・有効性を証明された、現職教
員研修用の教材

研修用資料

・パイロット小学校教師のCCA
に対する理解度

パイロット小学校の教師に
対する質問紙調査

3 CCA普及においてBERDCが中枢機関としての役

割を果たすための、技術的基盤が確立される。

・C/PおよびBERDCリソース

パーソンの研修実施能力

研修実施報告書、およびパ
イロット研修参加者に対す
る質問紙調査

 
活動 投入

1 教育大学に対するCCA普及プログラムの開発 ミャンマー側： 日本側：
1-1 教員養成カリキュラムおよび教員養成用教科書に

CCAのコンセプトを導入する。

1-2 LCAのコンセプトを導入した、教育大学の授業改
善案を開発する。

1-3 教育大学パイロット校教官に対し、CCA/LCA理解
のための研修を実施する。

1-4 教育大学のパイロット校で、新規に開発されたカ
リキュラム・教科書・授業案を試験的に実施す
る。

・人材
BERDCのC/P

・施設、設備
BERDC施設および設備

・予算
 BERDC運営予算

本プロジェク
トで策定した
CCA 普及計

画が、ミャン
マー政府の主
導で実施され
る。

専門家

・長期専門家　３名

・短期専門家

C/P研修

機材供与

・BERDCの整備にかかる

支援

・CCA普及に必要な機材

・その他CCA実践に必要な

教材
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活動 投入
2 現職教員に対するCCA普及プログラムの開発

2-1 CCAを普及するための、現職教員研修プログラム

を開発する。
2-2 開発されたプログラムを用いて、パイロット校の

現職教員に対して研修を実施する。
前提条件

2-3 パイロット校教員がパイロット小学校において
CCAに基づく授業を実施する。

3 BERDC組織／CCA普及体制整備
3-1 BERDCが教員養成用の教科書・教材・カリキュ

ラムの開発およびCCA 普及活動の拠点となるの

に必要な施設（図書館、会議室等）・設備の整備
を行う。

3-2 BERDCのスタッフにCCA 普及のためのトレーニ

ングを行う。

3-3 開発された教材・プログラムを用いて、すべての
教育大学教官・現職教員を対象としたCCA普及研
修計画を策定する。

3-4 その他教育関係者にCCA 普及に関するワーク
ショップを必要に応じて開催する。
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